職場におけるメンタルヘルス対策と精神保健福祉士の役割 by 浦田 泰成
FacultyofHealthandWelfareScience.,Vol.10,2018 65
保健福祉学部紀要 FacultyofHealthandWelfareScience.,Vol.10,pp.65-68,2018
資 料
職場におけるメンタルヘルス対策と
精神保健福祉士の役割
MentalHealthMeasuresandtheRoleofPsychaiatric
SocialWorkerintheWorkplace
浦田泰成
YasunariURATA
保健福祉学部コミュニティ福祉学科
キーワード：
は じ め に
平成１８年に「労働者の心の健康の保持増進のための
指針」が公示され（平成２７年改正），現在の職場にお
けるメンタルヘルス対策は，この指針に基づいて行わ
れている。本指針では，メンタルヘルスケアの具体的
進め方として，①メンタルヘルスケアを推進するため
の教育研修・情報提供，②職場環境等の把握と改善，
③メンタルヘルス不調への気付きと対応，④職場復帰
における支援の４つの取組が挙げられている１）。
また，平成２５年度を初年度として，５年間にわたり
国が重点的に取り組む事項を定めた「第１２次労働災害
防止計画」が策定されている。その中において，重点
とする健康確保・職業性疾病対策のひとつとしてメン
タルヘルス対策を挙げ，「平成２９年までにメンタルヘ
ルス対策に取り組んでいる事業場の割合を８０％以上
とする」との目標を定めている２）。
さらに，平成２６年には，労働安全衛生法が改正され
（平成２７年１２月１日施行），同法第６６条の１０の規
定により，常時使用する労働者に対して，医師，保健
師等による心理的な負担の程度を把握するための検査
（ストレスチェック）の実施等を事業者に義務付けた。
なお，同年には，日本において大きな社会問題と
なっている過労死等（業務における強い心理的負荷に
よる精神障害を原因とする自殺による死亡を含む。）を
防止するため，過労死等防止対策推進法が議員立法に
より成立した（平成２６年１１月１日施行）。翌年には，
同法に基づき「過労死等の防止のための対策に関する
大綱」が定められ，国が取り組む重点対策として，調
査研究等，啓発，相談体制の整備等，民間団体の活動
に対する支援の４つの対策を挙げている３）。
労働者のメンタルヘルス対策を
取り巻く現状
１．労働者のストレスの状況
労働者の受けるストレスは拡大する傾向にあり，厚
生労働省が実施した平成２８年「労働安全衛生調査」（以
下「２８年調査」という。）によると，現在の仕事や職
業生活に関して強いストレスを感じている労働者の割
合は５９.５％となっている４）。その内容（３つ以内の複
数回答）をみると，「仕事の質・量」（５３.８％）が最も
多く，次いで，「仕事の失敗，責任の発生等」（３８.５％），
「対人関係（セクハラ・パワハラを含む。）」（３０.５％）
となっている４）。
また，現在の自分の仕事や職業生活でのストレスに
ついて相談できる人がいる労働者の割合は９１.１％と
なっており５），相談できる人がいると回答した労働者
が挙げた相談相手（複数回答）は，「家族・友人」
（８４.８％）が最も多く，次いで，「上司・同僚」（７６.０％）
となっている５）。さらに，ストレスを相談できる人が
いると回答した労働者のうち，実際に相談した労働者
の割合は８５.０％となっており５），その相談相手（複数
回答）をみると，「家族・友人」（８１.３％）が最も多く，
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次いで，「上司・同僚」（７１.３％）となっている５）。
２．職場におけるメンタルヘルス対策の状況
一方，メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所
の割合は，２８年調査によると５６.６％と６），平成２４年
「労働安全衛生特別調査」７）と比較していずれの事業
場規模でも向上している。しかし，「第１２次労働災害
防止計画」に掲げる８０％以上の目標には程遠く，その
達成に向けてより一層の取組が必要である。また，そ
の取組内容（複数回答）をみると，「労働者のストレ
スの状況などについて調査票を用いて調査（ストレス
チェック）」（６２.３％）が最も多く，次いで，「労働者へ
の教育研修・情報提供」（３８.２％），「事業所内での相談
体制の整備」（３５.５％）となっている８）。ストレス
チェックは，労働者５０人未満の事業場については当
分の間努力義務であるものの，平成２７年に施行され
た労働安全衛生法第６６条の１０の規定に基づくストレ
スチェック制度の周知徹底及び法令に基づく適切な実
施を徹底していく必要がある。
さらに，パワーハラスメントの予防・解決のための
取組を実施している企業・団体の割合についても，平
成２８年度「職場のパワーハラスメントに関する実態調
査」によると５２.２％にとどまっており９），より一層の
取組が必要である。
３．精神障害に係る労災補償等の状況
２８年調査によると，過去１年間にメンタルヘルス不
調により連続１か月以上休業した労働者の割合は
０.４％，退職した労働者の割合は０.２％という結果に
なっている１０）。
近年，このような状況を背景に，仕事による強いス
トレスなどが原因で精神障害を発病したとする労災請
求件数は増加傾向にある。平成２９年版「過労死等防止
対策白書」１１）によると，平成２１年度以降，１,０００件台
で推移しており，平成２８年度は１,５８６件となってい
る。また，支給決定件数も増加傾向にあり，平成２４年
度以降は４００件台と高い水準で推移し，平成２８年度
は４９８件となっている。これらの決定件数のうち，自
殺（未遂を含む。）に係るものは，平成２６年度には９９
件に至ったが，平成２８年度には８４件と前年度に比べ
て減少したものの，平成１８年度以降，６０件以上で推
移している。
４．職場における自殺対策の状況
平成２９年版「自殺対策白書」によると，日本の自
殺者数は，平成１０年以降，１４年間連続して３万人を
超える状態が続いていたが，平成２４年からは３万人
を下回り，平成２８年は２万１,８９７人となっている１２）。
職業別にみると，近年，自殺者の総数が減少傾向にあ
る中で，「被雇用者・勤め人」は概ね減少傾向にあり，平
成２８年は６,３２４人と全自殺者数の２８.９％を占めてい
る１３）。一方，原因・動機別にみると，「勤務問題」が原
因・動機のひとつと推定される自殺者数は，平成１９
年から平成２３年までにかけて，総数が横ばいから減
少傾向にある中で増加したが，その後減少し，平成２８
年は１,９７８人と全自殺者数の９.０％となっている１４）。
平成２９年７月，「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追
い込まれることのない社会の実現を目指して～」が閣
議決定され，「勤務問題による自殺対策を更に推進す
る」ことを自殺総合対策における当面の重点施策のひ
とつとして挙げており，その中で，①長時間労働の是
正，②職場におけるメンタルヘルス対策の推進，③ハ
ラスメント防止対策に取り組むことが掲げられている１５）。
職場における精神保健福祉士の役割
精神保健福祉士法の施行から現在に至るまでの間
に，精神保健福祉士を取り巻く環境は大きく変化して
おり，精神保健福祉士がかかわる対象は，精神科医療
機関や精神保健福祉サービスの利用者やその家族だけ
ではなくなっている。また，うつ病等の気分障害や発
達障害など，統合失調症以外の種々の疾患に対して求
められる支援も多様化しており，精神保健福祉士の役
割が拡がってきている。さらに，近年の精神保健の課
題の拡大を背景として，行政，司法，教育，労働など，
精神保健福祉士の職域も拡大している。
産業保健分野における精神保健福祉士の実践や研究
は決して十分とは言えないものの，田村（２００６）は，企
業における精神保健福祉士の役割として「ソーシャル
ワーク面接」「他職種との連携や調整」「人間関係上の
問題調整」「社会資源活用」「危機介入」「受診受療援
助」を挙げ，「本人と職場，健康管理センターの他ス
タッフ，外部の医療機関等との連携の中心として果た
す役割も大きい」と述べている１６）。また，春日ら
（２０１２）は，ＥＡＰ機関に勤務する精神保健福祉士を対
象としたアンケート調査を実施し，専門性を生かせて
いると思われる点として，「人と人，人と資源をつなぐ
ことによりソーシャルサポートの構築が行えている」
「研修や管理監督者へのサポートによって権利擁護の
実践として精神障がいへの無理解や偏見の改善に取り
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組める」「組織支援など環境調整も含め予防に直接取り
組める」「ストレングスモデルの実践を行うことができ
る」という４点を挙げている１７）。これらは，精神保健
福祉士の専門的な技能・技術に重なるものと考えられ，
前述したメンタルヘルスケアの具体的進め方１）の中
で，大いに発揮できるのではないかと思われる。
ストレスチェック制度の概要と
精神保健福祉士の位置づけ
上述のとおり，平成２７年，改正労働安全衛生法に基
づくストレスチェック制度１８）が開始された。これに伴
い労働者数５０人以上の事業場においては，常時使用
する労働者に対して，医師，保健師等による心理的な
負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）
を実施すること，検査の結果，一定の要件に該当する
労働者から申出があった場合，医師による面接指導を
実施すること，面接指導の結果に基づき，医師の意見
を聴き，必要に応じ就業上の措置を講じることが事業
者の義務となった（労働者５０人未満の事業場について
は当分の間努力義務）。
本制度の趣旨は，一次予防（労働者のメンタルヘル
ス不調を未然に防止すること）を主な目的として，労
働者自身のストレスへの気付きを促すとともに，スト
レスの原因となる職場環境の改善に結びつけることで
ある。
労働安全衛生法第６６条の１０において，「事業者は，
労働者に対し，厚生労働省令で定めるところにより，
医師，保健師その他の厚生労働省令で定める者（以下
この条において「医師等」という。）による心理的な
負担の程度を把握するための検査を行わなければなら
ない。」と規定されており，同法第６６条の１０第１項
の厚生労働省令で定める者として，労働安全衛生規則
第５２条の１０第１項第３号に「検査を行うために必要
な知識についての研修であつて厚生労働大臣が定める
ものを修了した看護師又は精神保健福祉士」が定めら
れている。厚生労働省告示第２５１号（平成２７年）に
定められる研修を受講する必要はあるものの，精神保
健福祉士が本制度の実施者に位置づけられたことは意
義深い。
また，ストレスチェックの実施者ではない精神保健
福祉士が本制度の中で行うことができることとして，
高ストレス者の選定のための補足的面談，ストレス
チェック結果通知後の労働者に対する相談対応，事業
者に対する職場環境を改善するための意見又は助言な
どが挙げられる。これらの業務では，サポート，コー
ディネート，コンサルテーション等，精神保健福祉士
が有する機能や技術を存分に揮うことができると考え
られる。
お わ り に
近年，職場におけるメンタルヘルス対策の重要性が
指摘されているものの，産業精神保健分野において活
動する精神保健福祉士はまだ少ないのが現状であり，
また，同分野における実践方法や業務体系が確立され
ているとは言い難い。このような状況の中，産業保健
分野において活動する上で，精神保健福祉士に求めら
れる知識や技能の研鑽と実効的な実践活動を展開する
ための研究を推進することを目的として「産業保健分
野で働く精神保健福祉士の会」が２０１１年１０月に設立
されている１９）。今後，産業精神保健分野おける精神保
健福祉士の実践の一助となる研究活動が期待される。
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